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～指定申請の手引き～ 
 

 

指定特定相談支援・指定障害児相談支援の指定申請について 

 

 

１ 事業者の指定申請先 

指定特定相談支援事業者及び指定障害児相談支援事業者として事業者指定を受ける場合は、

事業所の所在する市町へ指定申請書類等を提出する必要があります。 

※ 複数の市町の利用者に対し、計画相談支援を行う場合でも、指定申請は事業所の所在す

る市町のみとなります。 

 

２ 指定申請時の留意事項等 

  ① 指定申請書類及び添付書類が完全に整った状態でなければ受付できません。 

② 指定は、毎月 10日までに受理した申請について、審査のうえ、翌月１日付けで行う予

定です。よって、あらかじめ、予定している事業開始日を見込んで、事前に協議、申請を

行ってください。 

（申請期日は市町で異なる場合があります。当該市町にご確認ください。） 

③ 申請時には、原則として、申請者（法人）の定款の変更手続きや、人員、設備について、

事業開始時点の状況が確定していることが必要です。 

 

３ 指定申請に必要な書類及び記載時の留意点 

指定申請書類を提出する際は、事前に市町担当者へ連絡し、来庁予約等を行うことをお薦

めします。なお、申請書類は原則、受付窓口に持参する必要があります。 

申請に必要な書類は次のとおりです。（市町により部数が異なる場合がありますので、事前

にご確認ください。） 

なお、申請書類等の様式ファイルのデータは、伊勢市ホームページに参考様式として掲載

していますが、各市町で様式が異なる場合もありますので、各市町に事前にご確認ください。 

提出書類に漏れがないかを「指定申請に係る提出書類の一覧表」を活用して、十分に自己

確認してください。なお、当該一覧表に記載のない書類の提出を個別に求める場合もありま

すので、御留意ください。 
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【申請に必要な書類一覧（説明）】 

№ 提出書類名 様式名等 記載時の留意点等 

－ 
指定申請に係る提出書類

の一覧表 

提出書類 

一覧 

申請者で自己点検に活用したうえで、他の書類

と併せて提出してください。 

１ 指定申請書 様式第１号 

障害児については、障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律に基づく障

害福祉サービス及び児童福祉法に基づく障害児

通所支援のサービスについて一体的に判断する

ことが望ましいことから、指定特定相談支援事業

所及び指定障害児相談支援事業所の両方の指定

を受けることを基本とします。 

２ 

指定に係る記載事項 付表 

・ 備考欄の注意事項を確認の上、記入してくだ

さい。 

※ 「総合的な相談支援の実施体制の具体的な

方法（下記）」については根拠となる資料の

提出が必要です。 

◆医療機関や行政との連携体制 

◆計画的な研修又は当該事業所における

事例の検討等を行う体制 

他の事業所又は施設の従

事者と兼務する相談支援

専門員について 

付表別紙 

・ ない場合には、別紙添付の必要はありませ

ん。 

・ 「兼務」については、指定特定相談支援事業

所、指定障害児相談支援事業所、指定一般相

談支援事業所との相談支援専門員としての

兼務は除きます。 

３ 

申請者の定款、寄附行為等

及び登記事項証明書（登記

簿謄本） 

 

※登記事項証明書は、申請日前

３ヶ月以内に発行されたもの 

－ 

・ 申請に係る事業を実施する旨の記載が必要。 

※ 定款の変更が申請時に完了していない場合

（事業開始までの完了が必要。）は、定款変

更（案）及び変更前の登記事項証明書（写し

でも可）を添付したうえで、変更が完了後速

やかに変更後の定款及び登記事項証明書を

提出し、完了しなかった場合は指定申請を取

り下げる旨の誓約書の提出を求める場合が

ある。 

※ 定款は三重県への事業開始届添付書類とし

て必要であるため２部提出してください。

（１部は綴らずに） 
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№ 提出書類名 様式名等 記載時の留意点等 

４ 事業所・施設の平面図 参考様式１ 

・ 既成の平面図（建築図面等）がある場合は、

それをＡ３またはＡ４に縮尺の上、添付して

ください。 

・ 複数の事業所で同じ建物を使う場合は、事業

で使う場所が分かるように色分け等をして

ください。 

５ 事業所の内外の写真 － 

事業所の写真（外観及び内部）を添付してくだ

さい。写真には、どの部分の写真であるか記載し

てください。 

６ 備品等一覧表 参考様式２ 
特定相談支援事業所及び障害児相談支援事業

所に係るものを記載してください。 

７ 管理者の経歴書 参考様式 3-1 

相談支援専門員が管理者を兼務する場合は１

枚に記入してください。 

※ 三重県への事業開始届添付書類として必要

であるため２部提出してください。（１部は

綴らずに） 

 

８ 相談支援専門員の経歴書 参考様式 3-2 

・ 相談支援員は全員について作成してくださ

い。 

・ 資格については、資格取得を証する書類の写

しを添付してください。 

※ 三重県への事業開始届添付書類として必要

であるため２部提出してください。（１部は

綴らずに） 

 

９ 
相談支援専門員の研修要

件に係る証明書類 
－ 

相談支援従事者初任者研修や現任者研修の終

了証の写しを提出してください。 

10 

実務経験証明書 参考様式４ 

・相談支援専門員について作成してください。 

・指定申請時において実務経験を満たしていない

場合は、参考様式５で提出してください。 

実務経験見込証明書 参考様式５ 

・指定申請時において実務経験を満たしていない

場合は、参考様式４に代えて提出してください。 
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№ 提出書類名 様式名等 記載時の留意点等 

11 運営規程 任意様式 

・ 事業所が障害児のみを対象とする場合は、運

営規程において主たる対象者を障害児とす

る旨明示してください。 

・ 運営規程は、指定申請を行う事業ごとに作成

してください。 

・ 基準省令に定める事項が全て規定されてい

ることが必要です。 

・ 伊勢市ホームページに参考例を掲載してい

ます。 

12 

利用者又はその家族から

の苦情を解決するために

講ずる措置の概要 

参考様式６ 

担当者氏名、相談窓口、具体的な対応方針等に

ついて記載してください。 

13 
主たる対象者を特定する

理由等 
参考様式７ 

主たる対象者を特定する場合に提出。特定しな

い場合には提出不要です。 

特定する場合は、上記様式第１号の付表によ

り、主たる対象としていない者への対応体制、そ

の根拠書類を提出してください。 

14 
従業者の勤務体制・勤務形

態一覧表 
参考様式８ 

相談支援事業所の勤務体制・形態一覧を提出し

てください。 

15 組織体制図 任意様式 
事業者法人全体の組織図を提出してください。 

※ 兼務体制の確認資料となります。 

16 

資産状況（資産の目録等） － 

・ 貸借対照表、損益計算書、財産目録について

は、法人のものをご提出ください。 

・ 事業所建物等が自己所有でない場合は、賃貸

借契約書等の使用権限を証するものを提出

してください。 

※ 事業所の所有状況の確認資料となります。 

事業計画書、収支予算書 － 

※ 当該事業の継続性の確認資料となります。 

※ 三重県への事業開始届添付書類として必要

であるため２部提出してください。（１部は

綴らずに） 
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№ 提出書類名 様式名等 記載時の留意点等 

17 

指定特定相談支援事業者

の指定に係る誓約書 
参考様式９ 

・ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律第３６条第３項各号に

該当しないことに関する誓約書です。当該法

人の役員及び事業所を管理する者について

記入し、押印が必要です。 

・ 役員等名簿については、登記事項証明書と整

合性があることに留意ください。 

指定障害児相談支援事業

者の指定に係る誓約書 
参考様式 10 

役員等名簿 参考様式 11 

18 
障害福祉サービス事業等

開始・変更届 
県様式 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律第79条等に基づき、障害福祉サ

ービス事業を開始するにあたっては、指定申請と

は別に、「障害福祉サービス事業等開始届」の届

出を行っていただく必要があります。 

なお、届出を行った内容に変更が生じた場合

は、変更の日から 1 月以内に変更届の提出が必

要です。 
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４ 指定運営基準の概要（人員基準） 

（１）従業員の員数 

事業者ごとに、相談支援専門員を一名以上（常勤換算（※１））以上配置してください。 

◆相談支援専門員の資格要件（※詳細は別紙「相談支援専門員の要件となる実務経験について」参照） 

(1) 基本的な考え方 

相談支援専門員は、障害特性や生活実態に関する詳細な知識と経験が必要であることから、実

務経験（年数は経験の種類に応じて3 年、5 年、10 年）と相談支援従事者研修の受講を要件と

します（厚生労働省告示第５４９号において規定）。 

一定の実務経験※１ ＋ 所定の研修を修了※２ 

  ※１ 実務経験については、別添参考資料によりご確認ください。 

  ※２ 研修については、 

   ア：相談支援従事者初任者研修を修了した者であること。（５日間課程） 

   イ：相談支援従事者初任者研修を修了した年度の翌年度を初年度として５年度ごとの 

各年度の末日までに相談支援従事者現任研修を修了した者であること。 

(2) 実務経験の対象となる業務 

・ 障害者の保健、医療、福祉の分野における相談支援の業務及び介護等の業務 

・ 障害者の就労、教育の分野における相談支援の業務 

(3) 研修の受講 

実務経験を有するものが、都道府県の実施する相談支援従事者初任者研修（5 日間）を受講し、

相談支援専門員になることができます。 

なお、現任研修を5 年に1 回受講してください。 

例外として、平成17 年度以前に、国又は都道府県の実施する障害者ケアマネジメント研修を

受講したことのある者については、新制度における相談支援従事者初任研修（1 日程度）を19 年

度末までに受講していれば相談支援専門員になることができます。 

 

（参考）障害者自立支援法関係Ｑ＆Ａ（障害者保健福祉関係主管課長会議（平成18年6月26日）） 

Ｑ 実務経験等の具体的な確認方法はどのように考えているか。 

Ａ 現に勤務する施設等の長が業務内容や勤務日数を証明し、当該証明書を事業者指定の際に提出する相談支援

専門員等の経歴書等に添付することにより確認を行うことを想定している。過去にその他の施設等に勤務した

経験がある場合は、その施設等の長による証明書も併せて確認する必要がある。また、国家資格等を確認する

必要があるものについては、併せて免許証の写しの添付を求めること。 

Ｑ いわゆる小規模作業所の職員としての勤務歴は、相談支援専門員及びサービス管理責任者の実務経験に含ま

れるのか。 

Ａ 公的な補助金又は委託により運営されている小規模作業所であって、業務内容や勤務状況の記録が適正に整

備されており、所属長等による実務経験の証明が可能であれば、実務経験に含めて差し支えない。 
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（※１）常勤換算方法 

当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間

数で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法を

いうものである。 

この場合の勤務時間数は、当該事業所の指定に係る事業のサービスに従事する勤務時間の

延べ数であること。 

例 当該事業所の常勤の従業者が勤務すべき一週間の時間数が４０時間とする。 

①常勤者を１名充てた場合 ４０時間÷４０時間＝１名（常勤換算数） 

②常勤者１名と非常勤１名（週２０時間勤務）を充てた場合 

（４０時間＋２０時間）÷４０時間＝１．５人 

 

（２）管理者 

事業所ごとに専従の管理者を配置してください。ただし、事業の管理に支障がない場合は、

当該事業者の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することができます。 
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６ サービス利用計画作成費 

（１）サービス内容 

サービス利用支援（支給決定前） 

・ 支給決定又は支給決定の変更前に、サービス等利用計画案を作成 

・ 支給決定又は変更後、サービス事業者等との連絡調整、計画の作成 

 

継続サービス利用支援（支給決定後） 

・ 厚生労働省令で定める期間ごとに、サービス等の利用状況の検証を行い、計画の見 

直しを行う（モニタリング） 

・ サービス事業者との連絡調整、支給決定又は支給決定の変更に係る申請の勧奨 

 

（２）報酬単価について 

●計画相談支援の報酬体系 

サービス利用支援 1,600 単位 

継続サービス利用支援 1,300 単位 

特別地域加算 ＋15／100 

利用者負担上限額管理加算 150 単位／月 

●計画相談支援と介護保険の居宅介護支援等との調整 

サービス利用支援 1,600 単位 

〔居宅介護支援費(要介護1・2)が併算定される場合〕 900 単位／月 

〔居宅介護支援費(要介護3～5)が併算定される場合〕 600 単位／月 

〔介護予防支援費が併算定される場合〕 1,488 単位／月 

継続サービス利用支援 1,300 単位 

〔居宅介護支援費(要介護1・2)が併算定される場合〕 600 単位／月 

〔居宅介護支援費(要介護3～5)が併算定される場合〕 300 単位／月 

〔介護予防支援費が併算定される場合〕 1,188 単位／月 

 

（３）支給対象者 

障害福祉サービスを利用するすべての障害者 

※主たる対象者を特定する場合は、相談者に対して連携して対処する相談支援事業所を

必ず定めるようにしてください。 

 

 

 



伊勢市健康福祉部障がい福祉課 

H26.10 

9/9 

（４）モニタリングの標準期間 

（1） 新規又は変更決定によりサービス内容に著しく変更があった者※（4）を除く 

→利用開始から３ヶ月間、毎月実施 

（2） 在宅の障害福祉サービス利用者※（1）を除く 

ア 以下のもの →毎月実施 

・ 障害者支援施設からの退所等に伴い、一定期間、集中的に支援を行うことが必要で

ある者 

・ 単身の世帯に属するため又はその同居している家族等の障害、疾病等のため、自ら

指定障害福祉サービス事業者等との連絡調整を行うことが困難である者 

・ 常時介護を要する障害者等であって、意思疎通を図ることに著しい支障があるもの

のうち、四肢の麻痺及び寝たきりの状態にあるもの並びに知的障害又は精神障害によ

り行動上著しい困難を有するもの（ただし、重度障害者等包括支援の支給決定を受け

ていないものに限る。） 

イ ア以外のもの →6ヶ月ごとに1 回実施 

（3） 障害者支援施設入所者 ※（1）及び（4）を除く→1 年ごとに1 回実施 

   （4） 地域移行支援利用者 →6ヶ月ごとに1 回実施 

※ただし、特段の事情がある等、個別に検討が必要である場合は、障害者の日常生活 

及び社会生活を総合的に支援するための法律第６条の16に基づき、障害者等の心身

の状況、環境、生活課題、援助方針、サービスの種類・内容・量などを勘案して伊

勢市が定めることとします。 

 

 


